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名称

SDGｓ１１ いつまでも住み続けられるまちづくりをめざした『青山7丁目団地再耕プロジェクト』
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実施地域

・三木市全域
面積：176.51㎢
総人口：75,172人（令和4年4月末時点）
・プロジェクト実施地域
範囲：三木市青山・緑が丘地区
面積 ㎢、人口 14,598人（三木市全人口の約19.4％）
神戸電鉄粟生線緑が丘駅周辺の戸建住宅団地（神戸市のベットタウン）

取組概要
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情報発信 普及展開性自治体ＳＤＧｓに資する取組

各種計画への反映 行政体内部の執行体制 ステークホルダーとの連携

自律的好循環の形成へ向
けた制度の構築等

2023年度SDGs未来都市全体計画提案概要（参考）

提案全体のタイトル：100年後も 誇りを持って暮らせるまち三木 提案者名： 兵庫県三木市

全体計画の概要：人口減少に伴う課題に対し、三木市がもつ強みを生かしながら、2030年あるべき姿に『 誇りを持って暮らせるまち三木 』～チーム三木（市民・議会・企業・団体・行政）による協働のまちづく
り～に向かって、行政のみでまちづくりを行うのではなく、チーム三木（市民・議会・企業・団体・行政）それぞれの力を連携し、自律的好循環を生み出し、三木市で暮らすことに誰もが誇りを持ち助け支えあい、
人々が集うようなまちづくりを行う。

『 誇りを持って暮らせるまち三木 』～チーム三木（市民・議会・企業・団体・行政）による
協働のまちづくり～
行政のみでまちづくりを行うのではなく、チーム三木それぞれの力を連携しだれもが住みたくなる

自律的好循環のまちづくりを実現する。

三木市は、都会（大阪から高速で１時間）にも距離的に近く、防災・文教施設も整備され、生活環境が整っ
ていて、田舎暮らしの楽しさも味わえる場所である。兵庫県神戸市の北側に隣接し、大阪・神戸のベッドタウンと
して発展してきた。「トカイナカ」ランキングで大阪圏で2位に選定され（2021年3月）、その住みやすさが評価さ
れている。人口減少に伴う若者世代の流出や空き家等の地域の課題に対して「多世代の住民がいつまでも快適
に暮らすことができる持続可能なまちづくり」を行う。

人口減少社会において行政のみでまちづくりを行うのではなく、住民や企業等の力も結集し持続可能なまちづくりを考えていく。優先するターゲットは、「住み続
けられるまちづくりを」11.3、「パートナーシップで目標を達成しよう」17.17とする。

市民、議会、企業、団体、行政それぞれがSDGsの理念を理解し、
行動するため、様々なPR手段を使って、共通の認識を持ちSDGs
の取組を推進していけるよう啓発を行っていく。連携大学、ステーク
ホルダー（企業）を通じた発信。

郊外型住宅団地再生という全国初の新たなモデル（自治体ＳＤＧｓ
モデル事業）は、新しい地域のコミュニティ、先進技術を活用した仕組み
づくりにより人口減少や空き家といった共通の課題をもつ自治体への普及
展開が期待できる。

・まちづくり協議会など住民との連携
・教育機関（大学・高校）との包括連携協定
・企業と他分野で連携協定
SDGｓの理念に基づく事業を実施している。

・三木市総合計画 ・三木市環境総合計画
・三木市創生計画人口ビジョン・総合戦略
・その他各分野の計画
SDGｓの理念を反映し、目標やKPIを設定している。

①「三木市SDGｓ未来都市推進本部（仮）」を設置。市長を
本部長とし、副市長、教育長及び部長級をもって構成する。②企
画政策課を事務局とし、SDGｓ推進の統括を行い関係部署と連
携・調整を行う。

次の2030年あるべき姿に向け、SDGｓの理念に基づき各事業を
実施する。
１ 未来へつなぐ人と暮らしづくり 【社会面】
２ 安全・安心なまちづくり 【環境面】
３ いきいき輝く魅力づくり 【経済面】
４ 枠組みを超えて取り組む三木づくり

2030年のあるべき姿にもある「チーム三木」の考え方により、多くの企業と連携協定を結ぶなどして、多くの力を三木市に取り込んでいく。それにより先進的なモデルを生み出すことでまちの
魅力を向上させ、さらに企業版ふるさと納税を活用し、三木市のSDGｓの考え方に賛同する企業を呼び込む。SDGｓモデル事業の郊外型団地再生プロジェクトにおいては、産民官学
の連携により、取組を実施する。

社会： 環
境：

経済：
子どもから高齢者まで必要
に応じた暮らしの支援

カーボンニュートラ
ルの取組推進

人を呼び込む魅力
あるまちづくり

共
通
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●公民連携による働く場の創出
・大和ハウス工業による農業施設設置
（農福連携）
・市が公民連携によりテレワーク施設、
インキュベーション施設を設置
●新たなコミュニテイビジネスや地域連携の創出
サテライト＋クラウドソーシング事業

●先端技術による魅力の向上
(学び・安全安心、セキュリティ）
IoT機器、ソーシャルロボットの実証実験
●地域で住み続けるためのヘルスケア
・特別養護老人ホーム、デイサービスセンター運営
・デジタル技術を活用したフレイル予防
●コミュニティの場の創出
多世代交流施設によるリアルな
コミュニケーション

社会面の相乗効果①
デジタル化や先端技術の
実証実験場として活用

経済面の相乗効果①
コミュニティビジネス
による交流促進

・大和ハウス工業
他 連携企業

環境面の相乗効果①
環境に配慮した事業者の誘因

環境面の相乗効果②
地域の魅力向上

経済面の相乗効果②
環境に配慮した事業の促進 環境

経済 社会

自治体SDGsモデル事業名：パートナーシップによる価値創出 多世代の住民が快適に住み続けられるまちの実現～
郊外型戸建住宅団地再耕プロジェクト～

提案者名：兵庫県三木市

取組内容の概要：全国の郊外型戸建て住宅団地が抱える人口減少、高齢化、空き家等の課題解決のため、企業、大学等と連携した全国初の団地再耕の取組。域内でライフステー
ジに応じ移り住む仕組みづくりに加え、データ活用や先端技術を取り入れた新たなサービスやライフスタイルにより、まちの魅力を向上しながら若者世代を呼び込み、「多世代の住民
が快適に住み続けられるまち」をめざす。

2023年度自治体SDGsモデル事業提案概要（参考）

青山７丁目団地

再耕プロジェクト

・一般社団法人すみれ福祉会
・連携企業

連携企業

三側面をつなぐ統合的取組
課題 働く場の創出、空き家の増加 課題

・若者世代の減少
・高齢者の介護、フレイル予防の促進

Ⅱ 産官民学による持続可能な仕組みを構築

●自然エネルギーの活用、カーボンニュートラルの取組
●不要資源に新たな価値を創造する「アップサイクル」
●カーシェア等「所有」から「利用」という概念の転換

課題
SDGｓの視点を取り入れた環境問題
への取組の促進

Ⅰ 未利用地の共同開発によるエリアの再整備

社会面の相乗効果②
環境意識の啓発、向上

高齢者が域内で住み替えし、暮らしていた住宅を若
い世代が引き継ぐ「住み継ぎ」の仕組み
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官民連携スタートアップ
by デジタル田園都市国家構想
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官民連携 先端技術×安全安心×業務改善
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官官民連携 スタートアップ
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名称

２０２５大阪・関西万国博覧会を見据えた地域資源を生かしたテロワール体験と広域によるインバウンドツーリズム創出事業
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実施地域

・三木市全域
面積：176.51㎢
総人口：75,172人（令和4年4月末時点）
・プロジェクト実施地域
範囲：三木市全域

地域をつなぐ
テロワール体験

取組概要



官民連携 観光DX×デジタルツイン
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実施地域が抱える課題

【行政手続きのデジタル化推進に係る課題】
・新型コロナウイルス感染症拡大をきっかけとして行政に求められるデジタル化、DX推進への取り組みに対して期待が高まっている。
・多様化複雑化する市民ニーズに対応すべく日々の業務に取り組んでいるところではあるが、能力の向上に合わせて新たな技術の活用が必要。
・高齢者や外国人市民の増加、マイナンバー制度の開始などのより業務内容が複雑かつ高度化している。
・スマートフォンの普及により便利なインターネット環境は身近なものになっているが、行政サービスとして誰もが簡単に利用できるサービスは限られているため、
来庁者の負担軽減に向けた行政サービスのデジタル化による場所や時間にとらわれない市民サービスの向上に係る取組が必要である。

・窓口では料金支払いのキャッシュレス化が進んでおらず、待ち時間が発生しやすく市民サービスの向上やコロナ対策に関する取組が必要である。
・市役所内の各所管部署が個別に所有しているビッグデータを一元管理できていないため、将来に政策の立案に有効に利用できていない。

地域の将来像

三木市総合計画及び総合戦略では、社会保障人口問題研究所が示す将来人口予測によると2060年には人口4万人を下回るとの予測に対し、三木
市総合戦略に位置付ける様々な事業を複合的に実施することにより、2060年に人口5万人をめざす目標を定め、職・住に係る新たな取組みを公民
連携により進めて行くと定め、『誇りを持って暮らせるまち三木』の実現に向けた事業に枠組みを超えて取り組む三木づくりを位置づけています。
具体的な取り組みとしてＡＩやＲＰＡなどのシステム導入やビッグデータの管理及び活用を行うことで、市民の利便性向上と業務の効率化、省略化を
進めます。また、ガバメントクラウドを利用した災害に強い市役所を構築をめざします。
また、各所管部署が集めた統計資料をビッグデータとして分析することにより、各地区や自治体ごとの特徴を把握し、行政サービスに関する需要を
見極め、今後の市政運営や地域のまちづくりに活用をすすめていく。

ビジョン・計画の名称、URL 分野横断プロジェクト 業務改善

取組概要



市民サービス向上
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